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関西電力株式会社
社　長　   森　望　　殿
　
第３３回・関西電力株式会社への申入書
　　　　　　　　　ライフライン市民フォーラム（ＬＬＣＦ）』相談会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　　・　　西川　榮一
　気候危機の進展とともに我が国を集中豪雨が襲い、各地に甚大な被害が発生しています。関西電力管内の被害は少ないものの集中豪雨が襲ってこない保証はどこにもありません。政府はＧＸ脱炭素電源法案で原発について、停止期間を運転期間から除外するすることで６０年超の運転を可能にするとしましたが、原子力規制委員からも批判の声が上がるなど原子力業界への手厚い保護に懸念が示されています。特に４８年超の高浜原発を再稼働させようとしている貴社の安全に対する責任は今までにも増して重大となっています。
今回で３３回目の貴社への申し入れを行いますが、申入れに対する対応はコロナ禍を機会に面談ではなく電話での対応という極めて不親切な対応となっています。今年の株主総会でも面談で丁寧な対応を行いますと役員が回答しています。今回の申し入れに対しては従来のような面談あるいはリモートでの回答・対話を要請します。なお、回答は９月末日までにいただきますよう重ねて要請します。
記
１.原子力発電所について
１－1　貴社の安全への取り組みについて

　貴社は原発を経営の中心に据え、原発7基体制を堅持して運転開始から４７年も経
過した美浜3号機に続いて、運転開始から４８年となる国内最古参の高浜１号機を８
月下旬に高浜２号機を１０月中旬に再稼働しようとしています。４０年超の原発再稼
働には市民からは安全を軽視した運転と批判の声が上がっています。また高浜１，２
号機はケーブルの火災防護対策の不備が発覚しましたが規制基準に適合しない応急対
策で再稼働を強行しています。
　貴社は、安全最優先といいながら、このように安全を軽視し再稼働を最優先するなど、許しがたい行為を行っています。そこで以下の質問を行います。
１－１―１　高浜原発４号機で２０２３年１月下旬に制御棒が落下し自動停止しました。
原因は他の電気ケーブルの自重で制御棒へのケーブルの接触不良が原因と報道
されています。
(1)自重がかかること自体は他のケーブルでも同じです。ケーブルの接触不良に至っ
た原因は何でしょうか。お答えください。
　　　Ａ：電気ケーブルの接触不良の原因は、原子炉格納容器貫通部出口（格納容器内
側）と端子台の間において、貫通部出口側電気ケーブルにコイル側電気ケーブ
ルが覆いかぶさっていたことにより、原子炉格納容器貫通部内から引き抜かれ
る方向に力が働いていたためと推定しています。
(2)どのような対策を実施あるいは検討されているのでしょうか。
Ａ：３本の制御棒の原子炉格納容器貫通部の端子箱（格納容器外側）から同貫通部
端子箱（格納容器内側）までの電路について電流低下が認められた電気ケーブ
ルを介さずに予備用として敷設されている他の原子炉容器貫通部のルートに変
更しました。
　今回の事象を踏まえ、原子炉格納容器貫通部のケーブルに関する点検保守方
法や、ケーブル敷設時の注意事項を社内マニュアルに反映しました。
原子力発電所の運営状況について (kepco.co.jp)　（４月４日発表）
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(3)他の原発でも高浜４号機と同じような施工状態になっているのではないでしょう
か。調査の状況、知見についてお答えください。
　　　Ａ：運営中の美浜３号機、大飯３号機、高浜３号機は次回定期検査で格納容器貫通
部の端子箱点検を行うと共にＣＲＤＭ（制御棒駆動装置）回路の回路抵抗の変
化有無をコイル通電時の波形を連続監視することで確認します。高浜１，２号
機は直近の定期検査で実施済みです。大飯４号機は現在行っている定期検査で
行います。
１―１－２　規制基準では原発の電気ケーブルは火災に対応したケーブルを敷設すること
を求めています。ところが貴社の原発のケーブルは火災に対応したものとはな
っておらず、火災防火シートで覆ったものなっています。規制基準に適合した
難燃ケーブルに取り替える計画はあるのでしょうか。あるとすればいつまでに
取り替えるのでしょうか原発ごとに示してください。
　　　Ａ：火災影響範囲外の火災防護ケーブルを収納する電線管に関する原子力規制庁の
指摘をふまえ、２０２３年３月３１日に設計及び工事計画認可の申請を行い、
５月１２日に認可を頂きました。それに伴い耐火シートの施工等の系統分離対
策を実施しています。
１―１－３　高浜原発３，４号機の蒸気発生器取り換えについて質問します。
（1）取り換えはいつまでに行うのでしょうか。
Ａ：２０２６年度ごろの定期検査での工事を計画しています。
（2）取り替えに関する申請書はいつ提出するのでしょうか。
Ａ：原子炉設置許可申請を２０２３年４月２５日に提出しております。
（3）取替えにかかる費用はいくらですか。
Ａ：原子炉設置許可申請に記載されている蒸気発生器取替と保管庫設置費用は約５
００億円です。
１―１－４　貴社の経営層の在り方についてお尋ねします。貴社経営層は金品授受（実態
は賄賂）、カルテル、抜け駆け、他社顧客情報流用など法的にも道義的にも許しが
たい行為を繰り返してきており、株主総会でも厳しく指摘されています。経営人
事が替わってもかかる行為が長年にわたって繰り返されてきているわけで、経営
者個々人だけではなく、その体制に問題があるといわざるを得ません。このよう
な信用地に落ちんばかりの経営層が「安全最優先」といっても、信頼できません。

　原発は重大事故に到れば、地元はもとより琵琶湖も含めて周辺広範囲に人の生
活も生態系も崩壊します。重大事故は絶対に起こしてはなりません。「人はミスを
する技術は故障する」という視点は、既設原発には通用しません。絶対安全が要
求されているのです。「安全最優先」はこの絶対安全を保障するものでなくてはな
りません。この課題に真正面から取り組むためには経営体制、安全管理体制の抜
本的転換が必要ではないでしょうか。貴社の考えをお答えください。
　　　Ａ：金品受け取り問題に係る業務改善計画の策定以降、コンプライアンスを重視す
る組織風土の醸成に向け、各種取組を進めている中、コンプライアンスにかか
わる不適切な事案を発生させた事について非常に重く受け止めており、改めて
おわび申し上げます。
当社グループは二度とこのような事態を起こさない真にコンプライアンスを
徹底できる企業グループへと再生できるようグループ一丸となって全力で取り
組んでまいります。原子力発電所については、ここまでやれば安全であると過
信せず原子力発電の特性とリスクを十分認識し、たえずリスクを抽出および評
価して、それを除去ないし低減する取り組みを継続していきます。
１－２　使用済み核燃料や放射性廃棄物処理処分の取り組みについて
貴社は使用済み核燃料中間貯蔵施設の県外候補地を２０２３年末までに福井
県知事に示すと約束していました。ところが２０２３年６月２１日、杉本知事に
高浜原発の使用済ＭＯＸ燃料（約１０トン）と使用済み核燃料（約１９０トン）
をフランスに搬出するとし、中間貯蔵施設の県外候補地の約束はひとまず果たし
たと報告しました。しかし、搬出は２０年代後半でしかもその量は貴社の使用済
み燃料集合体貯蔵量の現況（２０２２年度末で燃料集合体８１８０体）から見れ
ばわずかな量でしかありません。地元でも「愚弄している」など批判の声が上が
っています。
１―２－１　貴社は中間貯蔵施設の県外搬出を断念したのですか。お答えください。原発
を運転し続ければ使用済み核燃料は今後も増え続けます。放射性廃棄物を作り
続けた貴社の責任は重大です。この使用済み核燃料の処理処分どのようにする
のですか
　　　Ａ：使用済みＭＯＸ燃料の再処理実証研究の実施に伴い、当社の使用済み燃料約２
００ｔを２０２０年代後半にフランスに搬出する計画が決定したことから、２
０２３年末を最終の期限として取り組みとしていた福井県外の中間貯蔵におけ
る計画地点の確定は達成され、福井県とのお約束はひとまず果たすことが出来
たと考えています。
発電所の将来の安定運転に必要な使用済み燃料の搬出容量を確保するため、
引き続きあらゆる可能性を追求して最大限取組みます。引き続き福井県外の中
間貯蔵の実現に向けて取組んでいきたいと考えています。
１－２－２　放射性廃棄物の処理処分全般の取り組みについてお尋ねします。
　　　　　問題は使用済み核燃料だけではありません。原発利用によって他にもさまざま
な放射性廃棄物が生じており、その多くは貴社の原発敷地内に保管貯蔵されてい
ます。今後廃炉解体が始まればさらに増加してきます。
これら放射性廃棄物の処理処分にかかる第一義的責任は貴社にあります。しか
し最近の貴社の放射性廃棄物に対する取り組みは国への依存を増しつつあるよう
に見受けられます。この度の使用済み核燃料２００トンのフランス搬出も国の対
応に依存して実施されることになったと思います。国任せにするような責任放棄
は許されません。先延ばしして次代の貴社社員に責任を負わせることも許されな
いでしょう。原発利用に伴う放射性廃棄物の処理処分をどうするのか、貴社の取
り組み方針をお聞かせください。
Ａ：通常の運転に伴って発生した低レベル放射性廃棄物については青森県六ケ所村
の日本原燃の低レベル放射性廃棄物埋設センターで埋設処分することとしてい
ます。廃止措置に伴い発生する低レベル放射性廃棄物については、放射性廃棄
物の処分は全国共通の課題であることから電気事業者間で連携し、整備された
規制基準をふまえて処分場の検討を進めます。処分地の確保等に関連する国の
関与・支援を引き続き要請していきたいと考えており、それらをふまえ処分場
の確保に向けた検討を進めていきます。
　１－２－３　貴社原発からの毎年のトリチウム放出量が貴社ホームページに公表されて
います。例えば福島原発事故直前２０１０年度は１３４兆Bq、最近２０２２年
度は５３兆Bqとなっています。改めてトリチウム放出についてお尋ねします。
　①　上述例示の公表データは「放射性液体廃棄物（トリチウム）」と記載されていま
すが、蒸気状態のトリチウム放出もあるのではないですか、その放出量は上述
公表データに含まれていますか。含まれていないのなら蒸気トリチウムの放出
量も教えてください。
Ａ：原子炉格納容器および原子炉補助建屋からの排気は排気筒より放出しており、
建屋内で蒸発した水にトリチウムが含まれております。公開されている至近の
放出量は、２０２２年度については美浜が２兆２０００億Bq、高浜が６兆３０
００億Bq、大飯が６兆２０００万Bq。合わせて約１５兆Bqとなっております。
　②　トリチウムの処理系統はどのようになっているのですか、液体トリチウム、蒸
気トリチウム（あれば）、それぞれについて、お答えください。
Ａ：液体トリチウムは法令で定められた海洋放出時の濃度限度を下回るよう海水で
希釈し放出しています。また原子炉格納容器および原子炉補助建屋で放出した
水分に含まれるトリチウムについても法令で定められた大気排気時の濃度限度
を下回るよう排気筒より放出しています。
　③　放出トリチウムの濃度は廃棄物処理系統のどの位置で測定していますか、濃度
データの例示も合わせてお答えください。その後系統下流で復水器冷却用海水
（温排水）に混ぜて海へ放出するのだと思いますが、温排水中のトリチウム濃
度はどの程度になっていますかお答えください。
Ａ：トリチウムの放出については法令で定められた海洋放出時の濃度を十分下回っ
ていることを確認するとともに、トリチウムを希釈するために必要な海水の放
出量を常時確認しています。またトリチウムの年内放出量は原子力施設保安規
定で定められた基準値を超えないことを確認しています。さらに当社および自
治体が環境放射線モニタリングにおいて、海水等のトリチウム濃度を定期的に
測定し、環境への影響がないことを確認しております。
　④　放出されたトリチウムが、放出点周辺の海域（液体の場合）、あるいは空域（蒸
気の場合）にどのように拡散していくのか、実測あるいは推測されたことはあ
りますか、あればその結果をお答えください。
Ａ：当社および自治体が行う環境放射線モニタリングにおいて、海水等のトリチウ
ム濃度を定期的に測定し、環境への影響がないことを確認しております。
　⑤　貴社ホームページの液体トリチウム放出量データ表に示されている「放出管理
の基準値」とは何を意味しますか、またその設定根拠についてお答えください。

Ａ：放出管理の基準値は原子力保安規定に規定したトリチウムの年間放出量の管理
基準です。放出管理の基準値は国から認可を得ている原子力設置許可申請書に
記載している原子力発電所の周辺公衆の被ばく評価に用いたトリチウムの年間
想定放出量の発電所合計です。
２．地球温暖化問題について
　　　地球温暖化は今危機的状況になり、日本でも毎年のように集中豪雨に見舞われ、各
地で災害が頻発しています。二酸化炭素の削減はまったなしの状況です。今年行われ
たＧ７では石炭火力発電所の廃止に後ろ向きな日本の姿勢が世界から批判、失望され
る事態になってしまいました。以下の質問にお答えください。

２－１　関電グループの仙台エネルギーステーションの２０２２年度における二酸化炭素、
ＰＭ２．５の排出量はいくらですか。
Ａ：ＣＯ2排出量は２９４５６１ｔ-co2。ＰＭ２．５の排出量は計測しておらずデ
ータはございません。
２－２　貴社は６月３日に再生エネルギーの出力抑制を発表し、翌日に出力抑制を実行し
ました。気象予報精度が向上している今日、事前に準備し、二酸化炭素排出の多い
石炭火力発電所の出力調整運転を何故行わなかったのでしょうかお答えください。
Ａ：関西電力と関西電力送配電は分社化しており、本質問は関西電力送配電宛ての
質問と思われるので関西電力送配電にお問い合わせいただきたい。なお、問い
合わせについては関西電力送配電ホームページに記載されている為、そちらを
ご確認いただきたい。
２－３　２０３０年における関電グループの石炭火力発電所はどうなっているのか将来像
をお示しください。また３０年における他社の石炭火力発電所に由来する電力の調
達量は減少、増大、現状維持のいずれでしょうか。目標についてお答えください。
Ａ：当社グループはゼロカーボンビジョン２０５０で示している通り火力のゼロカ
ーボン化に取り組んでおり、国内外の石炭火力については当該国の政策に適合
し、かつゼロカーボン化に貢献できる設備を除き、今後新規計画を行わないこ
ととしております。既設石炭火力については、国の政策動向をふまえて適切な
対応をしていくとともにゼロカーボンマップを念頭にゼロカーボン燃料の活用
やＣＣＵＳ技術の導入などの検討を進めていきます。他社の石炭火力発電所に
由来する電力の調達量については競争戦略に係るものでありお答えしかねます。
２－４　二酸化炭素の地中への閉じ込め埋設の実証試験に貴社は参加していますが規模は
小さく経済的にも実現可能性にも疑問視されています。また、排出ガスからの回収
率は100％を達成しておらず、貯留後も漏洩のリスクがあるなどの課題があります。
（1）ＣＣＵＳ技術の開発・導入は、今後より強化が求められる2030年、2050年等
の二酸化炭素排出量の削減目標達成に間に合い、寄与できるでしょうか。CCUS
技術開発・導入にあたっての不確実性に対する評価あるいは考え方についてお
答えください。
　　　Ａ：ＣＣＵＳ技術は当社としてもゼロカーボン化に向けた重要な選択肢の一つと考
えており、現時点では技術開発さらなるコスト低減、貯留地の適地選定などの
課題もありますが、技術動向を注視するとともに、課題の解決に向けてあらゆ
る可能性を排除せずに開発を進めています。
　現在の取組状況は（1）舞鶴発電所でのＣＯ2分離回収試験やＣＯ2船舶に関
する実証試験への協力等を通じてＣＣＵＳ技術の導入に向けた各種取組を進め
ています。（2）２０２２年度に実施したエネルギー・金属鉱物資源機構（ＪＯ
ＧＭＥＣ）の調査事業や様々なパートナーとの共同検討を通じてＣＣＳバリュ
ーチェーン構築に必要な技術及びコストについて検討しています。
（2）採算性を含めた実行可能性評価のスケジュールについてお答えください。
　Ａ：（1）で申し上げた取組みを通じて今後検討してまいりたいと考えています。
（3）埋設地域はどこにするのか、いつから行うのかお答えください。
　　　Ａ：（1）で申し上げた取組みを通じて今後検討してまいりたいと考えています。
３．再生可能エネルギーについて
３―１　再生可能エネルギーは今後共増え続けますが需要との関係で出力抑制が貴社でも
６月に行われました。燃料費がゼロの再生可能エネルギーを有効に活用することは
貴社の経営に寄与するとともに、日本経済にもプラスになると考えられ、二酸化炭
素削減に大きく貢献するため「エネルギー基本計画」においても主力電源化するこ
ととされています。再生可能エネルギー最大限に活用する為の、再生可能エネルギ
ーの出力の下げ方向だけでなく上げ方向を含む制御や、デマンド・レスポンス、蓄
エネルギーなどの技術開発や導入をどのようにしていくのでしょうか。お答えくだ
さい。
Ａ：２－２と同
３―２　洋上風力は今後の日本においては再生可能エネルギー開発の有力な手段と言われ
ています。。貴社の固定式洋上風力、浮体式洋上風力の稼働は何基ですか。また計画
中の地点と規模を教えてください。
Ａ：着床式洋上風力では秋田港および能代港における洋上風力発電に参画しており
ます。規模は１３万８０００ｋＷ。また浮体式事業では長崎県五島市沖洋上風
力発電事業１６８００ｋＷに参画しております。
３―３　貴社は６月４日に再生可能エネルギーの抑制を行いました。抑制した容量とその
抑制を行った太陽光発電所、風力発電所の場所と容量をそれぞれお答えください。

Ａ：２－２と同
４．二酸化炭素（CO2）排出量について（別紙参照）
貴社の発電所の排出量については継続してデータをいただいています。今回も個別
の発電所の発電量とCO2排出量について回答をお願いします。併せて従来から申し入
れていますが、ＩＰＰなど他社との取引に伴う排出量についても回答をお願いします。
　　　Ａ：他社との取引に伴うＣＯ２排出量は取引企業との契約上の機密情報に該当する
ものであるため回答を差し控えます。
以　上
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